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大情審答申第469号  

令和元年12月 26日  

 

大阪市長 松井 一郎 様 

 

大阪市情報公開審査会  

会長 曽我部 真裕  

 

答申書 

 

大阪市情報公開条例（平成13年大阪市条例第３号。以下「条例」という。）第17条に基

づき、大阪市長（以下「実施機関」という。）から別表（い）欄により諮問のありました件

について、次のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

実施機関が行った別表項番１から項番５までの（か）欄に記載の決定（以下項番

順に「本件決定１」から「本件決定５」という。）のうち、本件決定４については

特定した公文書に加えて、大阪市社会福祉審議会身体障害者福祉専門分科会審査部

会（以下「審査部会」という。）に係る平成 23 年 12 月分議事録を特定した上で、

改めて公開決定すべきである。 

実施機関が行った本件決定１から本件決定３まで及び本件決定５は、いずれも妥

当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 公開請求 

審査請求人は、別表項番１から項番５までの（う）欄に記載の各年月日に、実施機

関に対し、別表項番１から項番５までの（え）欄に記載の旨の公開請求（以下項番順

に「本件請求１」から「本件請求５」という。）を行った。 

 

２ 本件決定 

(1) 実施機関は、本件請求１にかかる公文書を保有していない理由を別表項番１の（き）

欄に記載のとおり付して、条例第10条第２項に基づき、本件決定１を行った。 

 (2) 実施機関は、本件請求２及び本件請求３に係る公文書を別表項番２及び別表項番

３の（き）欄に記載のとおり特定した上で、条例第10条第１項に基づき、それぞれ

本件決定２及び本件決定３を行った。 

(3) 実施機関は、本件請求４及び本件請求５に係る公文書をそれぞれ別表項番４及び

項番５の（き）欄に記載のとおり特定した上で、条例第10条第１項に基づき、別表

項番４及び項番５の（き）欄に記載の部分を公開しない理由を付して、それぞれ本

件決定４及び本件決定５を行った。 
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３ 審査請求 

審査請求人は、別表項番１から項番５までの（く）欄に記載の各年月日に、本件決

定１から本件決定５を不服として、実施機関に対して、行政不服審査法（平成26年法

律第68号）第４条第１号に基づき、それぞれ審査請求（以下項番順に「本件審査請求

１」から「本件審査請求５」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張 

審査請求人の主張は、おおむね別表（け）欄に記載のとおりである。 

 

第４ 実施機関の主張 

実施機関の主張は、おおむね別表（こ）欄に記載のとおりである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 基本的な考え方 

条例の基本的な理念は、第１条が定めるように、市民の公文書の公開を求める具体

的な権利を保障することによって、本市等の説明責務を全うし、もって市民の市政参

加を推進し、市政に対する市民の理解と信頼の確保を図ることにある。したがって、

条例の解釈及び運用は、第３条が明記するように、公文書の公開を請求する市民の権

利を十分尊重する見地から行われなければならない。 

 

２ 争点 

(1) 審査請求人は、本件請求１に係る公文書（以下「本件文書１」という。）を実施機

関は隠しており、本件文書１は存在するはずであると主張するのに対し、実施機関

は、本件文書１は存在しないとして争っている。 

    したがって、本件審査請求１の争点は、本件文書１の存否である。 

(2)ア 審査請求人は、本件決定２で実施機関が特定した文書のうち「平成 23 年 11

月 24日付け不服申立ての審査を行った審査部会に係る平成23年 12月分議事録」

（以下「本件文書２」という。）は平成28年 12月 13日付け大福祉第2934号によ

る公開決定（以下「別件公開決定」という。）で当初公開された同じ議事録とは異

なる内容であることから、本件請求２に係る公文書の特定の妥当性に問題がある

と主張しているのに対し、実施機関は、本件文書２を特定したことに誤りはない

として争っている。 

   イ 審査請求人は、別表項番３の（き）欄に記載の公文書（以下「本件文書３」と

いう。）のうち平成23年 12月の議事録には不服申立ての件数の記載があるが、他

の月に開催された審査部会の議事録には不服申立てに係る案件についての記載が

ないことから、他にも対象文書が存在するはずだとして、本件請求３に係る公文

書の特定の妥当性に問題があると主張するのに対し、実施機関は、本件文書３を

特定したことに誤りはないとして争っている。 

 ウ 審査請求人は、本件請求４で公開請求したのはあくまで身体障がい者手帳交付

申請不服申立てに係る諮問案件についての審査部会の議事録であり、別表項番４
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の（き）欄に記載の公文書（以下「本件文書４」という。）は請求した文書でない

として、本件請求４に係る公文書の特定の妥当性に問題があると主張するのに対

し、実施機関は本件文書４を特定したことに誤りはないとして争っている。 

 エ 審査請求人は、本件請求５で公開請求したのは、審査部会の２名の委員による

審査請求人からの質問に対する文書による回答とその決裁であり、別表項番５の

（き）欄に記載の公文書（以下「本件文書５」という。）は請求した文書でないと

して、本件請求５に係る公文書の特定の妥当性に問題があると主張するのに対し、

実施機関は本件文書５を特定したことに誤りはないとして争っている。 

  オ したがって、本件審査請求２から本件審査請求５までにおける争点は、それぞ

れ本件文書２から本件文書５までを特定したことの妥当性である。 

 

３ 本件文書１の存否について 

本件文書１は、審査部会において審議された不服申立てに対する回答としてA委員

が署名押印をした文書である。 

実施機関によれば、A 委員の委嘱期間は平成 15 年８月１日から平成 24 年 11 月 30

日までであり、平成22年度以前の審査書は保存期間が３年の「障害福祉関係雑書類」

に綴じられていたため、既に廃棄されており存在せず、また、平成23年４月以降につ

いては、所属する第２審査部会（視覚障がい）に A 委員は出席していないため、A 委

員が署名をした審査書は存在しないとのことであった。 

なお、実施機関は平成23年度以降、審査書は10年保存の「社会福祉審議会障害者

福祉専門分科会審査部会関係書類」に編綴するべき文書であると認識を改め、審査書

を「社会福祉審議会障害者福祉専門分科会審査部会関係書類」に編綴しているとのこ

とであった。 

以上を踏まえると、本件文書１のうち平成22年度以前のものは廃棄済みであり、ま

た平成23年度以降はA委員が審査部会に出席していないため審査書に署名押印してお

らず、本件文書１は実際に存在しないとする実施機関の主張に、特段、不自然不合理

な点は認められない。 

 

４ 本件文書２の特定の妥当性について 

本件文書２は、平成 23 年 12 月及び平成 24 年１月に開催された審査部会の審議概

要が月毎にまとめて記載された文書である。 

当審査会において本件文書２を見分したところ、本件文書２には「出席者」欄の「視

覚」に関する審査部会委員としてB委員１名が記載されていることが認められた。 

実施機関によると、別件公開決定において当初公開した文書（平成 23 年 12 月分）

には「C 委員」の記載があったが、C 委員は、その時点ではまだ委嘱もされていない

委員であり、平成23年12月に審査部会に出席していた委員はB委員１人であったと

のことである。なお、別件公開決定において当初公開した文書は誤ったものであった

ため、審査請求人に謝罪し、正しい文書を改めて公開したとのことであった。 

当審査会において平成 21 年 12 月 10 日付け「大阪市社会福祉審議会委員の委嘱に

ついて」に係る決裁文書を見分したところ、B委員の委嘱期間は平成21年 12月から
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平成24年 11月までであり、C委員については当該期間に委嘱されていないことが認

められた。 

以上を踏まえると、別件公開決定で公開した文書の特定が誤っており、本件請求２

に係る公文書として本件文書２を特定したことに誤りはないとする実施機関の主張

に、特段、不自然、不合理な点は認められない。 

 

５ 本件文書３の特定の妥当性について 

本件文書３は、平成23年 11月分から平成29年９月分までに開催された審査部会の

審議概要が月毎にまとめて記載された文書である。 

当審査会において本件文書３を見分したところ、日時、場所、出席者並びに諮問及

び答申の件数が記載されていることが認められたことから、本件文書３は審査部会の

議事録と議事要旨を求める本件請求の趣旨に沿うものであり、本件請求３に係る公文

書として本件文書３を特定したとする実施機関の主張に、特段、不自然、不合理な点

は認められない。 

一方、審査請求人は、本件文書３には、不服申立て案件に係る件数の記載がある文

書が他にあるはずであり、特定に誤りがあると主張していることから以下、この点に

ついて検討する。 

実施機関によると、審査部会では障がい認定に係る諮問と不服申立てに係る諮問の

いずれも審議するが、議事録は、障がい認定の件数のみを記載して、障がい認定に係

る審査決定通知を区役所に送付する際の決裁の添付資料とするために作成したもので

あり、本来不服申立ての件数を記載してこなかったとのことである。 

一般的に、会議の記録として作成される会議要旨や会議録は、開催日時、開催場所、

出席者、標題、主な発言内容、議事結果を記載するものであるところ、開催された会

議において審議された内容の一部を記載する必要がないとする実施機関の説明には違

和感を覚えるものの、実施機関がそのような認識であった以上、平成23年 12月の議

事録のみ例外的に不服申立て件数の記載があり、その余の議事録においては不服申立

て件数を記載していないとの事実を認めざるを得ない。 

よって、本件文書３の作成経緯を踏まえると、不服申立ての件数について記載され

ていないことについて改ざん・偽装があると認められるような点は見受けられず、ま

た、他に特定すべき文書も確認できないため、審査請求人の主張は認められない。 

  

 ６ 本件文書４の特定の妥当性について 

本件文書４は、身体障がい者手帳交付申請に係る決定に対する不服申立てについて

審査部会が区役所からの諮問を受けて答申を行う際の決裁文書であり、添付書類とし

て答申内容、各委員の見解が記載された審査書、不服申立て書及び決定書等が含まれ

ている。 

   実施機関によると、上記５のとおり、審査部会の議事録としては、平成23年 12月

分をのぞき、障がい認定諮問案件についてのみ作成しているが、不服申立てについて

は作成しておらず、不服申立てに係る諮問案件の審議としては「審査書」を作成して

いるため、本件請求３での対応経過を踏まえ、本件文書４を審議内容がわかる議事録
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に相当すると解したのことである。 

   当審査会において本件文書４を見分したところ、各決裁文書に添付された審査書に

は、審議を行った委員の氏名、審議を行った日付、等級決定の結論及びその理由が記

載されていることが認められる。 

   確かに、本件文書４は議事録として作成された公文書ではないことを踏まえると審

査請求人が求めるような議事録ではないことが認められる。  

しかしながら、本件請求の「議事録とその決裁文書。ただし、身体障がい者手帳交

付申請で不服申立あった案件について」との記載には、実施機関が上記のように解す

る余地があると認められ、形式的に議事録との名称のある公文書ではなく、審査部会

の審議の日付、出席者、審議内容等がわかる公文書の公開を求めるものと広く捉える

べきと解した点について、実施機関の対応が不適切であるとまで認められない。 

したがって、実施機関の説明は首肯しうるものであるが、上記５のとおり、平成23

年 12 月分については不服申立てに係る件数を記載した議事録が存在していることか

ら、本件文書４に加えて本件文書３である平成23年 12月分議事録も本件請求４に係

る公文書として再度特定すべきである。 

 

 ７ 本件文書５の特定の妥当性について 

本件文書５は、平成30年１月22日付け決裁の「市民からの申し出に対する回答に

ついて」に係る決裁文書であり、審査部会の２名の委員に実施機関の職員が質問し委

員がそれについて回答しているやり取りを記載した文書が含まれている。  

  実施機関によると、両委員へ質問したことに対する回答は、審査部会が開催された

際に口頭で行われたため、両委員からの文書による回答は取得していないとのことで

ある。 

確かに、審査請求人が主張する「委員が直接作成した」回答文書は存在しないもの

の、実施機関は、本件請求５を、２名の委員による文書回答に限らず、実施機関の職

員と委員の質疑応答内容が確認できる文書を求めるものと広く捉えたものと解するこ

とができ、本件請求５の「C・B委員が直接回答した①文書と②その決裁・供覧のすべ

て」との記載には、実施機関が上記のように解する余地があると認められる。 

したがって、本件請求５を、審査部会の２名の委員に実施機関の職員が直接質問し

委員がそれに回答している内容が確認できる文書とその決裁・供覧の公開を求めるも

のと解したとする実施機関の説明は首肯しうるものであり、本件請求に係る公文書と

して本件文書５を特定したとする実施機関の主張に、特段、不自然、不合理な点は認

められない。 

 

８ 結論 

以上により、第１記載のとおり、判断する。 

 

（答申に関与した委員の氏名） 

委員 曽我部 真裕、委員 川島 裕理、委員 野田 崇、委員 重本 達哉 
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（参考）答申に至る経過 

平成29年度諮問受理第１号、16号、21号、29号及び33号 

年 月 日 経    過 

平成29年５月９日 諮問書の受理（平成29年度諮問受理第１号） 

平成29年 11月 22日 意見書の受理（平成29年度諮問受理第１号） 

平成29年 12月６日 諮問書の受理（平成29年度諮問受理第16号） 

平成30年１月25日 諮問書の受理（平成29年度諮問受理第21号） 

平成30年３月13日 諮問書の受理（平成29年度諮問受理第29号） 

平成30年３月30日 諮問書の受理（平成29年度諮問受理第33号） 

平成30年７月24日 調査審議（平成29年度諮問受理第１号） 

平成30年８月17日 意見書の受理（平成29年度諮問受理第16号） 

平成30年 11月 14日 
意見書の受理（平成29年度諮問受理第21号、第29号及び第

33号） 

平成31年１月16日 調査審議（平成29年度諮問受理第16号、第21号、第29号及

び第33号） 

平成31年３月26日 調査審議 

令和元年５月30日 調査審議（審査請求人の口頭意見陳述）、審査請求人からの意

見書の収受 

令和元年６月27日 調査審議 

令和元年８月16日 調査審議 

令和元年９月５日 調査審議 

令和元年10月 18日 調査審議（平成29年度諮問受理第29号） 

令和元年11月 15日 調査審議 

 


